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171-衆-外務委員会-13 号 平成 21 年 06月 05日     

 

○笠井委員  

日本共産党の笠井亮です。今、地球温暖化対策をめぐって、六月の一日から十二日までドイツ

のボンで国連の作業部会が開かれております。この会議は、二〇一三年以降の温暖化対策の国際

協定を年内に合意するための交渉の促進を目指すものであります。その中で日本が注目をされて

おります。 

 そこで、まず外務大臣、本日朝、この問題をめぐって日本の中期目標ということで政府の関係

閣僚会議が開かれたと承知しておりますが、二〇二〇年までの温室効果ガス削減の中期目標とい

うのはこの会議で確認、決めたんでしょうか。 

◆中曽根国務大臣  

けさ、閣議の前に、地球温暖化問題の国際戦略に関しまして、今委員もお話しされましたけれ

ども、関係閣僚会合を行いました。これは総理にも御出席をいただきまして、環境大臣、官房長

官、それから経済産業大臣、私、そして財務大臣でございましたけれども、具体的なやりとりに

つきましてはコメントを差し控えさせていただきますけれども、地球温暖化の中期目標について

意見交換を行いました。 

 この場で我が国の中期目標等についての決定がなされた、そういうことはございません。引き

続いて必要に応じて会合を行うということになっております。 

 

○笠井委員  

 日本はいまだに持っていない、もう時間がなくなってきているわけでありまして、これがおく

れていることは重大だと思います。 

 先進国として義務を果たすために、政府が六〇から八〇％減と決めたような長期削減目標とと

もに、それを今日の世代が責任を持って確実に達成するための中期の削減目標というのが重要で

あります。 

 ＩＰＣＣ、国連の気候変動に関する政府間パネル第四次評価報告書は、二〇二〇年までに先進

国に求められている温室効果ガスの削減幅を二五％から四〇％と示しております。世界を見ます

と、日本を顕著な例外として、ほとんどすべての先進国、工業国は既に、二〇二〇年までの中期

目標を公表して交渉を進めております。 

 私自身、昨年三月に党の調査団長として訪れた欧州では、日本に対する期待とともに、一体い

つ日本は中期目標を決めるのかと、もう既に一年前から、いら立ちにも似た話を政府関係者そし

てＥＵの当事者からもこもごも聞いてきました。 

 中曽根大臣は、「地球環境問題は喫緊の国際的な課題であり、地球環境の保全は未来に対する我

が国の責任」と国会の本会議でも述べられているわけですが、国際交渉を進める立場の大臣とし

て、この間、閣僚会議の中でどういう主張をされたのか。そして、きょう、どういう主張をされ

たのか。そして、引き続き協議するというんですが、一体いつ結論を出すというめどなんでしょ

うか。その点を伺いたいと思いますが。 

◆中曽根国務大臣  

 まず、温室効果ガスの削減に関します我が国の中期目標は、基本的な考え方でありますけれど

も、地球全体の温暖化対策に貢献するということが一つ、それから、米国や中国などすべての主

要排出国が参加をする、そういう公平で実効的な国際的な枠組みづくりに貢献をするということ、

そしてさらに、裏打ちのない宣言ではなくて、経済面でも実行可能なものである必要がある、こ

れが基本的な中期目標の考え方であります。 



 - 2 - 

 政府といたしましては、このような考え方を踏まえまして、総理のもとに、委員御承知と思い

ますが、中期目標検討委員会を設置いたしまして、ずっとさまざまな観点から議論、分析を行っ

てきたところでございます。そして、六つの選択肢の提示を受けたわけでございます。さらに、

この中期目標が国の経済活動や国民生活全般に大きな影響を与える、そういうものでございます

ので、パブリックコメントとかあるいは世論調査など、こういうものを実施して広く国民からの

意見を求めてきたところでございます。 

 このようなきちんとしたプロセスを経た上で、現在、私を含む関係閣僚の間で、けさの会合も

そうですが、政府としての決定をいよいよ議論するという段階になっておりまして、今月半ばま

でには総理から中期目標が発表されるということになります。 

 私ども外務省といたしましては、その発表を受けまして、国際的に日本の考え方をしっかりと

説明しながら交渉に臨んでいきたい、そういうふうに思っています。 

 

○笠井委員  

 ボンの会議は十二日までですが、半ばというのは、それを念頭に置いて、それに間に合うよう

にということで今やっているということでしょうか。 

◆中曽根国務大臣  

 もう今月も半ばが近づいてまいりましたし、きょうの会議で、きょうはそういうような結論が

出ていないわけで、総理が今後またお考えになられ、必要なら次の会合を経て総理から発表され

るということですから、近々そのようなことになると思います。 

 

○笠井委員  

 今あれこれ立場を述べられたわけですが、現在に至るまで中期目標さえ明らかにしなかったこ

とに、日本政府のこの問題に対する姿勢がはっきりとあらわれている。だから、ＣＯＰ15 の議長

国のデンマークからも、現在の日本政府は温暖化交渉に乗り気でなくて、その結果、国際交渉で

日本は目に見える存在となっていないと言われている始末であります。各国のＮＧＯ等も、日本

は高い数値目標を早く公表をという要求を出している。ここは本当に重く受けとめるべきだと思

います。 

 それでは伺いますが、大臣、中期目標検討委員会とおっしゃいましたが、そこで六つの選択肢

と言われました。そのうち、日本経団連の御手洗会長は一九九〇年比で四％増が望ましいと主張

している。斉藤環境大臣は、そのような目標を出したら世界の笑い物になってしまう、日本が後

ろ向きな目標を出すことは世界における日本の立場をなくすものと反論しておりますけれども、

中曽根大臣も当然、環境大臣と同じ認識でいらっしゃるんでしょうね。いかがですか。 

◆中曽根国務大臣  

 近く我が国の政府として発表いたします中期目標については、海外から今お話がありましたよ

うな高い関心も寄せられているところでございますし、私自身もこれまで多くの国から期待感の

表明も受けているところでございます。 

 先ほど申し上げましたように、この中期目標は、まず経済的に実行可能なものであること、そ

れから、各国の過去の努力とかあるいは産業構造の違い、そして削減コストなども考慮をして国

際的公平性が確保されたものである必要がある、そういうふうに考えております。 

 そして同時に、我が国が引き続いて国際交渉においてリーダーシップを発揮していくためには、

やはり、目標が地球全体の温暖化対策に貢献するものであるとともに、日本の姿勢が後ろ向き、

そういう印象を与えることのないものである必要がある、そういうふうに思っております。 

 このようなことを踏まえまして、近く発表されます我が国の中期目標を受けまして、先ほど申

し上げましたように、国際交渉の場で積極的に議論をリードしていきたいと思っております。 
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○笠井委員  

 私の質問に答えてもらいたいんです。四％増という案に対しては斉藤大臣が厳しく批判されて

いますが、外務大臣としては同じような厳しい目をもって見られているのかどうか、そこの点を

伺っているんです。端的に伺いたいんです。 

◆中曽根国務大臣  

 具体的な数値等については現在申し上げられませんけれども、今私が申し上げましたような姿

勢で外務省としては取り組んでいるところでございます。 

 

○笠井委員  

 四％ふえるということで国際交渉をやって、世界からどう見られるかということなんですよ。

国際的に言えば、日本が間違ったメッセージをやはり出しているというか、そういう存在として

見られるということでありまして、四％増という案は現在の日本の対策のままでいいというもの

であります。デンマークの気候・エネルギー大臣も、二十一世紀の世界の状況を考えると決して

そういう議論は成り立つものではないと、経団連の姿勢を批判しております。 

 大体、そういう数字が検討案として出てくること自体が世界の流れに逆行するのでありまして、

そのほかにも一％増から五％減という、経済団体が推しているものもありますが、これも同様で

す。日本で温暖化対策がおくれているのは、温室効果ガスを大量に排出している産業界が激しく

抵抗している、そこにきちっと政府が物を言えないということのあらわれじゃないか、こういう

批判が出るのは当然だと思います。 

 環境省に伺いますが、五月二十九日に、国立環境研究所、茨城大学など国内十四の研究機関が

報告書を出しました。世界が温暖化対策をとらなかった場合に、今世紀末に日本ではどういう被

害が起こり得ると指摘をしておりますでしょうか。相当大部ですが、端的にどういう被害という

ことでお答えいただきたいと思います。 

◆小林政府参考人  

お答えを申し上げます。ただいま先生御指摘の研究は、温暖化影響総合予測プロジェクトとい

うものでございまして、この第二回目の報告書として、最近、五月二十九日に公表がございまし

た。 

 これは将来における地球温暖化の国内影響の可能性について扱ったものでございまして、その

中で、我が国においても、今後、自然災害、森林、農業、健康など国民生活に関係あります広範

な分野で一層大きな温暖化の影響が予想されるということ、また、洪水はんらん、あるいは海面

上昇など幾つかの分野につきましては、温暖化の進行に伴う被害額の試算も行っております。 

 例えば洪水はんらんにつきましては、今世紀末、最大ではんらん面積が千二百平方キロメート

ルに増加をし、それによりまして、年間ベースで八兆七千億の被害の増加があるというような指

摘が各分野についてあるところでございます。 

 

○笠井委員  

 私も読ませていただきましたが、今、一部紹介ありました。少なくとも、私も計算してみます

と、年間十七兆以上の被害、しかも極めて高い熱ストレス死亡リスクがあるということも触れら

れております。 

 最近の、国連機関やＩＰＣＣ、各国の研究機関などの関係者が参加して行っている研究でも、

地球的規模で、排出責任のない貧しい国々を中心に毎年三十万人以上が死亡して、三億二千五百

万人が深刻な被害を受けると見積もっております。 

 そこで大臣に伺いたいんですが、基本的な問題ですが、まさに、この地球温暖化を抑止すると

いうことは、日本はもちろんですが、全人類と地球の存亡がかかった待ったなしの課題である、
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そのために何としてもこの温室効果ガスを減らさなければいけない、その点は間違いなくそうで

すね。いかがですか。 

◆中曽根国務大臣  

 温暖化問題の解決というのは、これは今生きております我々の大きな責任でありまして、地球

温暖化を防ぐためには、今委員おっしゃいましたように、温室効果ガスの排出削減、これが必要

でございます。 

 世界全体で排出削減を実現するには国際社会が一致団結してやらなければならないわけであり

まして、先ほど調査の報告もありましたけれども、地球全体の温暖化対策に貢献する、これをし

っかりと見据えた上で、我が国としても、先ほど申し上げました後ろ向きの印象を与えることの

ないような、そういうものが必要である、そういうふうに私は思っているところでございます。 

 

○笠井委員  

 そうしますと、今回の国際交渉に当たって、温室効果ガスを削減するという課題は、とにかく

やれるところまでやればいいということなのか、あるいはやり切れなければ大変なことになると

いうことなのか、その辺はどうでしょうか。 

◆中曽根国務大臣  

 国際交渉でありますから、どういうような結論になるかわかりませんが、今申し上げましたよ

うに、各国の状況もありますけれども、やはり我々の今の責任であるということをしっかりと踏

まえて、これは途上国、先進国等によって事情も違います、技術力の違いもあります、そういう

ことも踏まえた上で、トータルとして最大限の効果が上がるような、そういう目標というもの、

結論を導く必要があろうと思っております。 

 

○笠井委員  

 最大限でやり切るということでやらなかったら大変なことになるという課題だと思うんですよ。 

 昨年、私、欧州調査をやりながら非常に痛感したんですが、ＥＵや欧州各国による取り組みと

いうのが、法的拘束力のあるもの、そして野心的目標を持って真剣に取り組みをやっているとい

うふうに感じました。そして、そのよりどころの一つが、「気候変動の経済学」と題する、スター

ン・レビューという、イギリス政府の求めで経済学者の英知を結集して二〇〇六年にまとめられ

た報告書でありまして、これはイギリスだけじゃなくて、ヨーロッパ各国へ行きますと、そこで

も教科書のように扱われている。 

 この中で、気候変動というのは、いまだかつて見られなかった非常に深刻で広範囲に及ぶ市場

の失敗だというふうに明言して、環境破壊を顧みずに利潤追求第一主義に走ってきた巨大資本の

活動を反省しております。そして、放置すれば経済損失は毎年ＧＤＰの五％にも上るものになっ

て、混乱は二度の世界大戦や世界恐慌に匹敵する、こう述べる一方で、きちんと取り組めば、長

期的に見ると経済成長をも促進し、早期に効果的な対策を実施するほど対策コストを低く抑える

ことができると明快に述べております。 

 私は、日本もそういう立場に立って、足並みそろえて、ふさわしい目標を持って交渉に臨むべ

きじゃないかと思うんですが、大臣、この点どうお感じになりますでしょうか。 

◆中曽根国務大臣  

 この原因というのは、今委員が幾つかおっしゃいましたけれども、これは特定の産業とか特定

の企業とか特定の国だけのものでございません。やはり世界人類がともに責任を負わなければな

らないものであると思います。 

 そういうことから、今回のこの交渉におきましては、先ほど申し上げましたけれども、やはり

実行可能なものでなければなりませんし、そして産業構造の違いとかあるいは削減のコスト、こ
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ういうものも考慮しなければなりません。さらに、公平性というものも大事ですが。また、目標

を実行可能な中で最大限のものにすることによって、今度は技術革新、今おっしゃったような経

済的発展というものもあろうかと思います。そういうような、総合的に考えて今回の中期目標と

いうものは策定されるべき、私はそういうふうに思っています。 

 

○笠井委員  

 全体としてという話でございましたけれども、それぞれの国が、共通だけれども差異ある責任

を果たさなきゃいけないというテーマなんですよ。そうしないと全体いかないわけですから。 

 しかも、実行可能性と言われますが、一方で日本は二〇五〇年までに六〇から八〇減らすと言

っていて、可能性ということばかり言っていて、それじゃ一体どこまで達成するのかという問題

が出てまいります。 

 同じ資本主義でも、欧州では、長期的視野、利益を追求する立場で、資本主義のぎりぎりまで

野心的な取り組みをやっている、挑戦している。目先の利益を追求するだけで、資本主義でのル

ールを持たないということじゃ日本はだめだと私は思うわけであります。いずれにしても、時間

が限られている。 

 ところが、今その中で、ボンで、十二月のＣＯＰ15 に向けて、最終文書の原案に向かって各国

がこぞって真剣に合意を目指しているわけですが、そういうときに、この間の日本政府の主張と

いえば、負担の公平、実行可能性とか言いながら、セクター別アプローチとか、基準年を九〇年

じゃなくて別の年に変更するという議論をしてみたり、今度は限界削減費用という日本に都合の

いいことを言い出すなど、国際的な合意に水を差す議論ばかり次々と持ち出してきている、こう

いう印象を世界が持っている。私もそう思っているんですが、一体日本はこの交渉をまとめるつ

もりがあるんでしょうか。大臣、いかがですか。 

◆中曽根国務大臣  

 気候変動問題の解決は、もう言うまでもありません、先ほどからお話がありますように、世界

全体としての排出削減を実現すべく、特に米国や中国そしてインドを含むすべての主要経済国が

責任ある形で参加をする、公平でかつ実効性のある、そういう国際的な枠組みづくりが不可欠で

ございます。そのためには、米国を含めました先進国全体が率先して削減を約束すべきであると

ともに、特に排出量の大きい主要途上国も削減のために行動をとる義務を負う必要がある、そう

いうふうに考えています。 

 ドイツのボンで現在行われております交渉に向けまして、御案内のとおり、政府は四月の二十

四日、次期枠組みにおいて我が国の考えが適切に反映されることを目指しまして、他国に先駆け

て議定書の草案を提出しております。この議定書草案では、ただいま申し上げましたような点が

盛り込まれているとともに、二〇五〇年までに世界全体の排出量を少なくとも五〇％削減すると

いう長期目標を掲げているところでございます。 

 我が国といたしましては、ことし末の国連気候変動枠組み条約第十五回締約国会議、いわゆる

ＣＯＰ15 におきましてそのような次期枠組みに合意をできるように、今後ともあらゆる機会を通

じて努力をしていく、そういう考えでございます。 

 

○笠井委員  

 結局、問題を広げて、世界全体がどうするかということはもちろんそれは大事な問題です。そ

ういうときに日本がどういう責任を果たすか、日本としてどうするか、そういうときに中期目標

もないわけです。世界全体が、国際社会が目指して努力している方向と、私ははっきり言って根

本的なスタンスが違うと思います。 

 京都議定書をチャラにするような議論を日本の中で財界中心になってやっている、そして議長



 - 6 - 

国としてリーダーシップなんて言うのは恥ずかしい限りでありまして、私は、財界の危機感ばか

りに耳を傾けずに、もっと世界と地球、日本の存続の危機にこそ目を向けるべきだと。一円でも

今は多くもうけたいという目先のコスト削減にひた走っているのが財界でありますが、それに対

して、今温暖化をとめなければ、そして今やった方が経済界でも長期的利益になるという立場で

正面から言えるし、言わなければいけないのが政治の役割であります。この問題こそ政治主導が

必要だと言いたいと思います。 

 最後にもう一問、重ねて大臣に伺いますが、デビッド・ウォーレン駐日英国大使が、去る五月

二十日に御自身のブログでこう述べております。今大臣が言った議論とかかわるわけですが、日

本のマスコミの論調は公平さ並びに行動にかかるコストを日本が負担できるかという点に焦点が

当てられています、しかし、行動がおくれればコストの問題はもっと悪化するでしょう、問題は

公平さでなく、先進国がいかに国際的な責任を示して、途上国を交渉の場に連れてくるかという

点なんですと。 

 まさに、日本がリーダーシップをとるというなら、今こそ先進国にふさわしい野心的な中期目

標を掲げて、その点でリードすべきだ。交渉に当たる責任を持っていらっしゃる外務大臣として、

そういう目標を決めるように関係閣僚会議あるいは内閣の中で総理に対してきちっと努力して働

きかけるべきじゃないかと思うんですが、どうでしょうか。 

◆中曽根国務大臣  

 いろいろな御意見があるわけでありますけれども、我が国としては、先ほど私が申し上げまし

たような基本的な考えのもとに、近く中期目標を発表させていただいて、そして、これらが実現

できるように国際社会と協力をしながら努力をしていきたい、そういうふうに思っています。 

 

○笠井委員  

 政府は負担は公平にと繰り返しますが、結局やれるだけやればいいというもので、やり切ると

いうのがない。その点でいうと、財界に引っ張られているというのが率直なスタンスだと思いま

す。それも、いかに減らすか、そういう国民に負担を転嫁するというところに来るわけでありま

して。大体、京都議定書の六％減の目標に対して、九％もふやしているわけですから論外の話で

す。大量排出元の産業界を本気にさせないといけない。 

 我が党は昨年六月に見解を発表しまして、三〇％削減という中期目標を掲げております。その

ために、政府が産業界に削減目標を明示した公的協定を義務づけて、排出量に着目した環境税を

導入する、自然エネルギー重視のエネルギー政策に抜本転換するという具体策も示しております。 

 ＮＧＯでも今、メーク・ザ・ルールということで気候保護法を求める活動も活発に行われてお

りますが、こうした取り組みこそ必要だと思うんです。 

 ところが、この間の政府の中期目標をめぐる議論では、これらの根本的対策の採用が最初から

除外されている。それでは野心的目標を持てないのも当然でありまして、政府が温暖化問題につ

いての立場を根本的に見直して野心的な中期目標を一刻も早く掲げるということを重ねて求めて、

質問を終わりたいと思います。 


